
名古屋市交通局に対する業務監査の実施結果 

項  目 主 な 取 組 み 状 況 等 所         見 所見に対する回答 

１．運賃等に関する事項    

（１）関係法令、通達に基づ

く諸手続等 

・名古屋市交通局（以下「名古屋市交」とい

う。）においては、企画乗車券の設定（ド

ニチエコきっぷ、１ＤＡＹお子サマーパス

等）等に伴う届出等を行っている。 

 ・関係法令、通達に基づき適正に処理さ

れていた。  

   

    

    

 ・鉄道運輸規程第４条に基づく運賃表、旅客

営業規則の備え付けについては、現地監査

を行った各駅において規定通り行われて

おり、鉄道運輸規程第１２条に基づく券面

表示（適用区間、適用期間、運賃額、発行

の日付）についても、適正な券面表示がな

されている。 

  

   

   

   

   

   

   

    

（２）連絡運輸・乗継割引・

企画乗車券等 

   

   

 ① 連絡運輸 ・名古屋市交は、名古屋市内全域にわたって

路線を有しており、鉄軌道事業者では東海

旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東海」とい

う。）、名古屋鉄道、近畿日本鉄道、名古屋

臨海高速鉄道、名古屋ガイドウェイバス、

愛知高速交通の路線と接続している。 

・ＪＲ東海の「ＴＯＩＣＡ」との相互利

用を平成２４年春に実施します。ま

た、近畿日本鉄道（ＰｉＴａＰａ）と

の相互利用についても、平成２５年春

に実施します。 

・名古屋駅や金山駅等においては、多く

の利用者が名古屋市交の路線とその

他の路線を乗り継いで利用している

ことから、すでに検討されているＩＣ

カードのさらなる共通化を早期に実

現し、乗り継ぎ利便性が向上されるこ

とが望まれる。 

 

 

 

 

  

 こうした状況下で、連絡運輸については、

直通運転を行っている名古屋鉄道のほか、
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 名古屋臨海高速鉄道との間で実施してい

る。 

  

   

    

 ・名古屋鉄道との間では、相互直通運転を行

っている鶴舞線及び上飯田線の接続駅か

ら名古屋市交の初乗り区間（３ｋｍまで）

と名古屋鉄道の一定区間相互間を乗り継

いで利用する場合に名古屋市交及び名古

屋鉄道で普通運賃大人２０円、小児１０円

の割引を行っている。 

  

   

   

   

   

   

   

    

② 乗継割引 ・名古屋市交と名古屋臨海高速鉄道を乗り継

いで利用する場合に、名古屋市交及び名古

屋臨海高速鉄道で普通運賃大人８０円、小

児４０円の割引を行っている。 

  

   

   

   

    

③ 企画乗車券 ・企画乗車券については、地下鉄全線一日乗

車券、バス・地下鉄全線一日乗車券、バス・

地下鉄全線一日乗車券を土・日・休日及び

毎月８日（環境保全の日）の利用に限定し

低廉な額としたドニチエコきっぷのほか、

バス・地下鉄全線一日乗車券と東山動植物

園の入場券をセットにした市バス・地下鉄

＆東山動植物園１ＤＡＹチケット等を設

定している。なお、当日使用したドニチエ

コきっぷ等一日乗車券を提示すると市内

の主要な観光施設（３５施設）の入場料が

割引となるなどの取り組みが平成１１年

・お客様ニーズの把握に努め、市バス・

地下鉄の利用促進を図ることのでき

る商品を開発してまいります。 

・今後さらに、他の鉄道事業者等と連携

するなどにより、利用者利便の向上、

需要の喚起に資する商品の提供が行

われることが期待される。 
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 より行われており、観光施設の情報を掲載

したガイドブック「なごや得ナビ」を年間

５０万部発行し、地下鉄駅のほかに、観光

案内所やホテルで無料配布しているほか、

ウェブサイトにおいても同様の情報を提

供している。また、市内ホテルと提携して

乗車券付き宿泊プランの販売を働きかけ、

市内観光における利用促進を図るなど、観

光による鉄道の活性化や他の事業者との

連携による需要喚起策としての観点から

の取り組みについて評価できる。 

  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

    

 ・外国人旅客を対象とした企画乗車券は、設

定していないものの、バス・地下鉄全線一

日乗車券等の企画乗車券を含めた地下鉄

利用に関する外国語表記のパンフレット

を作成し配布している。 

・今後とも外国人旅客の需要の喚起や利

便性向上への取り組みが期待される。

・地下鉄利用に関する外国人表記のパン

フレットを作成、配布しているところ

ですが、今後とも外国人旅客の需要の

喚起や利便性向上に努めてまいりま

す。 

 

  

  

  

    

④ ＩＣカードシステム ・ＩＣカード式乗車券については、平成２３

年２月から名古屋鉄道、名古屋臨海高速鉄

道等と共通のＩＣカードシステム「マナ

カ」の導入を予定している。また、平成２

４年春にはＪＲ東海の「ＴＯＩＣＡ」、平

成２５年春にはＪＲ東日本の「Ｓｕｉｃ

ａ」と相互利用も予定されている。 

・新たなＩＣカード式乗車券の導入に際

しては、移行時に支障のでないよう、

万全を期して取り組まれるとともに、

更なる利用者利便の向上が図られる

ことが望まれる。 

・マナカの導入にあたり、マナカのシス

テムや駅務機器等については、十分に

試験を行い支障のないことを確認す

るとともに、駅係員に対しても十分な

教育を実施しました。また、更なる利

用者利便性の向上を図るため、相互利

用の実現に向けた準備を進めてまい

ります。 

 

 

 

 

  

  

   

（３）駅務機器類    

① 駅務機器の設置基準 ・名古屋市交では、自動券売機、自動改札機   
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 及び自動精算機は全８３駅（名古屋市交が

管理を行っている駅は、８１駅）に設置さ

れている。自動券売機等の駅務機器類の設

置については、各駅の乗降客数を基礎とし

てラッシュ時に乗客が集中する駅、イベン

ト開催時に利用が多い駅については、券売

機コーナーや改札口毎に機器を増設する

等により設置台数を決めている。 

  

   

   

   

   

   

   

   

       

② 駅務機器類等故障時

の対応 

・駅務機器類のトラブルが発生した場合、通

常勤務時間（９：００～１７：３０）にお

いては各駅から保守委託会社に連絡して

対応することとしている。その他の時間帯

においては、「駅務機器緊急時連絡先」を

定め周知しており、これにより対応するこ

ととしている。 

  

  

   

   

   

   

   

    

（４）運賃の誤表示、誤収受 ・名古屋市交においては最近の３カ年におい

て、誤表示・誤収受は発生していないとの

ことである。名古屋市交ではマニュアル

（「運賃表の誤表示等に関する防止・対応

マニュアル」）に基づき、運賃に変更があ

る場合や、運賃表等の改修が行われる場合

における誤表示の防止に努めているとの

ことである。このマニュアルでは、毎年１

回、各駅において運賃表等の破損等につい

て調査・点検することとなっており、その

結果について管区駅長、駅務区長に報告

・運賃・料金の正確な収受は、運賃制度

を適正に運用するための基本的事項

であるため、引き続き運賃の誤収受等

が発生しないように万全の対応がな

されることが求められる。 

・引き続き、運賃誤収受等が発生しない

よう、対応に努めてまいります。    

 ・野並～徳重間の開業に際しては、「運

賃表の誤表示等に関する防止・対応マ

ニュアル」に基づき、駅務機器の改修、

運賃表の変更に関する確認、切替え作

業を確実に実施し、運賃・料金の誤収

受が発生しないよう万全の対応を実

施しました。 
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 し、さらに本局担当課に報告されることに

なっている。また、券売機等の釣銭誤装填

等について、券売機等の釣銭装填の取扱い

等を定め、誤収受の防止に努めている。 

 

  

  

  

   

（５）その他   

 ① 偽造紙幣等の対応に

ついて 

・名古屋市交では偽造紙幣等が発見された場

合は、事故速報系統図による連絡体制を基

本として、警察署等関係各所に連絡するこ

ととなっている。 

 

 

  

  

   

② 無料乗車証の取扱い

について 

・名古屋市交では、職務上の必要により発行

する地下鉄バス職務乗車証等、を発行して

いる。不正使用等はこれまで発生していな

いとのことである。 

 

 

２．情報提供に関する事項 ・名古屋市交においては、ホームページ、広

報誌、駅や車両内でのポスター、小冊子等

などの様々な媒体を通じて鉄道の利用等

に関する情報を提供している。特にホーム

ページでは、相当程度の情報を入手するこ

とが可能であり、列車の運行情報、各駅の

構内図、エレベーター、エスカレーター、

多機能トイレ等のバリアフリーに関する

情報が掲載されている。また、名古屋市交

が公営企業体であり、市民からの関心の高

い経営に関する事項も、ホームページのみ

ならず、「市営交通事業経営健全化計画の

・これまでも可能な限り多様な情報提供

に努めているところであるが、引き続

き、利用者のニーズを踏まえながら情

報発信を継続していくことが望まれ

る。 

・引き続き、できる限り利用者の要望を

取入れて、情報発信を継続してまいり

ます。 
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あらまし」などの小冊子を通じて広報に努

めている。 

 

・名古屋市交では、沿線地域に自動車関連メ

ーカーに従事する外国人が多く居住する

こと、また、２００５年に開催された日本

国際博覧会（愛知万博／愛・地球博）を契

機に外国語による情報提供にも積極的に

努めている。ホームページでは、日本語、

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語の５

カ国語による情報提供を行っており、地下

鉄への乗車の仕方や運賃、企画乗車券など

の様々な案内を実施している。また、各種

小冊子においてもこれらの５カ国語を併

記する形で発行しており、多くの利用者に

ご理解いただけるよう努めている。 

３．案内情報（旅客案内）に

関する事項 

・駅構内における案内サインに関し、名古屋

市交では昭和６３年に「名古屋市交通局旅

客サイン」策定、平成１４年には「名古屋

市交通局旅客サインマニュアル（平成１４

年度改訂版）」を新たに作成、以後、必要

に応じて増補・改訂を行いつつ、局内にお

いて掲出するサインに関し、統一的な基準

として、旅客サービスの向上を図るため、

案内設備の整備を行っているとのことで

ある。なお、当該サインマニュアルは、移

動等円滑化整備ガイドラインに準拠した

・名古屋市交における案内情報について

は、利用者利便の向上に向け案内情報

の改善を図るなど、積極的に取り組ん

でおり、評価できる。 
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 ものとなっている。  

   

 ・現行の案内サインの整備状況については、

駅構内においては７８駅／全８１駅が整

備済みとなっており、外国人観光旅客等の

対応については全ての駅について、ピクト

グラム及び英語表記を原則としつつ、改札

口や券売機などの表示については、中国語

（簡体字）、ハングル語、ポルトガル語を

追加した５カ国語表示を行っているとの

ことである。このほか、平成１６年の名城

線環状化に併せて駅のナンバリング（記

号・番号表示）を行っているほか、平成１

８年度から２１年度にかけて、交差する路

線を表示し駅構内全体を示す立体的な駅

構内図とし、乗換えの経路や車いす利用者

の移動経路を示すように改善し、合わせ

て、乗り換えの方向、エレベーター、トイ

レの位置の案内に距離表示を追加した上

で、柱や壁などに連続的に掲示するよう改

善を図っている。また、バリアフリー設備

の案内サインについては全ての駅で整備

済みであり、視覚障害者のための階段付近

の音サインについても全ての駅で整備済

みである。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ・駅周辺案内図については、駅から１ｋｍ四

方の主要施設などの案内を全駅に設置済 
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 みであるほか、接続する他社線への乗継ぎ

案内についても１１駅全てで整備されて

いる。 

 

 

  

 ・列車での案内情報の提供状況については、

サインマニュアルに基づき、全車両におい

て、ピクトグラムや日本語と英語の二カ国

語表示による案内を実施している。 

 

４．バリアフリー対策に関す

る事項 

   

   

（１）バリアフリー設備の整

備状況 

・名古屋市交では、名古屋鉄道との共同使用

駅である上小田井駅及び上飯田駅の２駅

を除く全駅（８１駅）について、平成２４

年度までにエレベーター等による段差解

消、視覚障害者用誘導ブロック及び多機能

トイレの整備を進めることとしている。 

・移動等円滑化基準への適合に向け、バ

リアフリー法における鉄道事業者の

責務を踏まえ、今後とも着実なバリア

フリー化を推進することが求められ

る。 

・今後も、移動等円滑化基準への適合に

向け、着実なバリアフリー化の推進に

努めてまいります。  

  

  

   

    

 ・名古屋市交におけるバリアフリー法による

公共交通移動等円滑化基準（以下「移動等

円滑化基準」という。）に適合した段差解

消が図られている駅は、平成２１年度末現

在で７１駅（整備率８８％）となっており、

１日あたりの平均利用者数５，０００人以

上の駅全体に対する基準に適合した国内

全体の駅の整備率（７７％・平成２１年度

末現在）を超える高い整備水準となってい

る。 

・前回監査時に平成１５年度末時点での

段差解消駅数が３９駅（整備率５

０％）であったが、今日までに名古屋

市交は関係者との調整等を積極的に

推進し、計画の着実な遂行に向けた努

力が認められ評価できる。 

 

  

  

  

  

  

   

 ・残る１０駅のうち、平成２２年度中の

整備予定は５駅、平成２４年度までの

整備予定は５駅となっており、これら

・平成２２年度に整備予定であった、５

駅については整備を完了しており、残

る５駅についても、平成２４年度の整
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  残り５駅についても整備完了に向け

て精力的に取り組まれたい。 

備完了に向けて、今後も精力的に取り

組んでまいります。   

    

 ・多機能トイレについては、平成２１年度末

現在で７３駅（９０％）に設置されており、

平成２２年度中の整備予定は７駅、平成２

３年度までの整備予定は１駅となってお

り、段差解消等の整備と併せて整備すると

のことである。 

  

   

   

   

   

   

    

 ・鉄道車両のバリアフリー化については、平

成２１年度末現在で、総車両数１３２編成

（７６７両）中の７６編成（４４８両）が

移動等円滑化基準に適合しており、整備率

は、５８％となっている。これは、国内で

事業の用に供している車両全体に対する

移動円滑化基準に適合した国内全体の車

両の整備率（４６％・平成２１年度末現在）

を超える高い整備水準となっている。 

  

   

   

   

   

   

   

   

   

    

・前向きな取り組み姿勢は高く評価で

き、今後の計画通りの整備実施が期待

される。 

（２）可動式ホーム柵の整備

計画 

・ホームドアや可動式ホーム柵の整備計画に

関し、桜通線については平成２２年度から

平成２３年度に、東山線については平成２

７年度に、名城線、名港線については平成

３２年度に可動式ホーム柵を整備する予

定となっている。 

・桜通線、東山線、名城線、名港線の可

動式ホーム柵について、今後も計画通

りの整備実施に努めてまいります。  

   

 ・鶴舞線については、相互直通運転の相

手先である名古屋鉄道の車両につい

ても改造の必要があるという課題が

あり、名古屋市交のみでは事業を進め

・鶴舞線の可動式ホーム柵の整備につい

ては、引き続き検討を進めてまいりま

す。 
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 ることができないため、将来的な課題

として検討していくとのことであり、

引き続きこれら取り組みの検討が期

待される。 

 

  

  

  

   

（３）ソフト面での対応 ・一般旅客に対する心のバリアフリーの意識

啓発についての取組については、月別にマ

ナー啓発のための重点事項を設定し、構内

及び車内におけるマナー啓発のための放

送を行うほか、ＬＥＤによる表示も実施し

ている。また、高齢者や障害者を始めとし

た利用者へのサービス向上の一環として、

駅長、副長、首席助役、助役、運輸課駅務

係職員を対象として、ＮＰＯ法人日本ケア

フィットサービス協会が認定する民間資

格「サービス介助士」の資格を取得させて

いる。なお、平成２２年度中に対象となる

職員ほぼ全員が資格を取得する予定で、今

後は全ての駅において、よりきめ細かな対

応をするとのことである。 

・資格取得の状況については、平成２２

年４月１日現在で対象となる職員４

１６名中３９３名が取得しており、取

得率は約９５％と高く、評価できる。

 

 

・ 平成１６年度より駅及びバスターミナル

において「ばすちかお助けボランティア」

を一般市民から募集し、駅における旅客

案内や旅客の荷物を運ぶ手助けをするな

どの活動を行っており、平成２２年度は

８１名が登録され活動している。 

 

10 
 



５．外国人観光旅客等への対

応に関する事項 

・名古屋市交では全ての区間の駅、列車にお

いて、日本語と英語の２カ国語及びピクト

グラムによる表示を平成２０年３月まで

に完了しているほか、駅の改札口や券売機

などの表示については、中国語（簡体字）、

ハングル語、ポルトガル語を追加した５カ

国語表示を行っている。 

・名古屋市交における外国人観光客への

対応ついては、評価できる。今後とも

積極的な取り組みを図られたい。 

・駅の改札口や券売機の多言語化表示、

パンフレットによる多言語の情報提

供などを行っているところですが、今

後とも外国人観光客への対応につい

て積極的に取り組んでまいります。 

 

 

 

 

 

・国土交通省における「大規模交通結節点に

おける外国人観光客に対する情報提供促

進調査」（平成２０年度実施）、「外国人観

光客受入体制整備のための案内表示等の

多言語化調査」（平成２１年度実施）に参

画し、英語による駅名表記について、それ

までの駅番号順の表記からアルファベッ

ト順の表記（平成２１年３月完了）とする

などの改善を図っている。 

 

・路線図、乗車券、地下鉄の乗り方及び乗車

券発行場所について、英語、中国語（簡体

字）、ハングル、ポルトガル語のパンフレ

ット「ＮＡＧＯＹＡ ＣＩＴＹ ＳＵＢＷＡ

Ｙ ＧＵＩＤＥ」を発行し情報提供を行っ

ているほか、ホームページにおいても英

語、中国語（簡体字）、ハングル、ポルト

ガル語による情報提供に努めている。 

・駅係員の対応については、外国語が話せな

い場合でも指さしすることで外国人観光
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客の質問等へ対応することが可能となる

よう、「指図式外国人案内冊子」を各駅に

配置している。 

６．乗継円滑化措置に関する

事項 

   

   

（１）相互直通運転の実施状

況等 

  ・名古屋市交は、上飯田線において名古屋鉄

道小牧線と舞鶴線において名古屋鉄道犬

山線及び豊田線と相互直通運転を実施し

ている。現在のところ、新たに相互直通運

転を実施する予定はない。 

  

   

   

   

    

（２）ダイヤ調整 ・今後、他線を含むダイヤ改正等の際に

は利用者の利便を損なうことのない

よう調整することが望ましい。 

・今後、ダイヤ改正の際には、利便性を

損なうことのないよう取組んでまい

ります。 

・名古屋市交では、ダイヤ改正時には、自局

線内全線及び相互直通運転を実施してい

る名古屋鉄道上飯田線等とダイヤ調整を

行っており、また、名古屋市交のバス部門

に対しても随時情報提供を行っている。終

電等が遅延した場合の措置については、も

ともと名古屋市交の地下鉄線が、接続する

他の鉄道会社路線よりも遅くまで運行し

ているため特段実施していない。 

 

 

 

 

 

７．輸送障害時等の旅客対応

に関する事項 

   

   

（１）輸送障害の発生状況  ・名古屋市交における平成２１年度の輸送障

害は、設備の故障などが１件、自然災害に

よるものが１件、自殺などの第三者による

事故などが５件の計７件発生している。平

成２０年度も４件であり輸送障害が非常
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  に少ない。  

    

（２）輸送障害等発生時の体

制等 

 ・輸送障害発生時の対応としては、発生時に

おける局内伝達系統及びお客様への案内

について「輸送障害発生時の情報伝達マニ

ュアル（平成１８年６月）」において定め

ている。輸送障害発生時は、事故発生駅か

ら管区駅長に報告するとともに、運転指令

へ通報、運転指令から各駅及び本局部門へ

伝達する系統が確立されている。また、伝

達する情報についても「いつ」「どこで」

などの整理すべき具体的内容がマニュア

ルにおいて規定されており、これに基づ

き、想像や憶測を含む情報は伝達しないこ

とと定められている。 

 

  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

    

  ・接続する他社路線において発生した事故等

による輸送障害情報についても、当該事業

者から名古屋市交運転指令へ連絡が入り、

その後は自局輸送障害発生時と同様の系

統をたどり情報伝達がなされることとな

っており、自局・他社いずれの輸送障害時

においても適切な情報伝達が実施されて

いる。 

 

   

   

   

   

   

   

   

    

（３）利用者等への情報提供

等 

 ・輸送障害発生時には、マニュアルに基づき、

運転指令から各駅・各列車へ情報が伝達さ

れ、この情報をもとに利用者等を案内する
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  こととしており、可能な限り具体的な情報

提供に努めている。なお、名古屋市交にお

いては、これまでの輸送障害発生状況か

ら、運転再開まで３０分以内の輸送障害が

大部分であり、基本的には運転再開見込み

に関する情報提供は実施していないが、こ

れによる問題等はこれまでに発生してい

ないとのことである。 

 

   

   

   

   

   

   

   

    

 ・車両内における利用者等への情報提供方法

としては、車内放送や一部の車両でＬＥＤ

表示器（７６７両中２３両）により案内を

行っている。２２年度中にＬＣＤ搭載車両

を１５両導入する予定となっている。ま

た、各駅においては、非常用放送（構内一

斉）、ホーム放送、ハンドマイク、情報提

供ボード等により案内を行っている。ま

た、一部駅（全９３駅中５７駅）について

は、ＬＥＤ表示器を活用した情報提供を行

っている。 

・今後、ＬＥＤについては、２３年度ま

でに全駅に導入予定であり、またＬＣ

Ｄ搭載車両については、車両更新時に

あわせて随時導入予定であることか

ら、継続的かつ計画的な投資が望まれ

る。 

・ＬＣＤ搭載車両は２２年度１５両導入

しました。今後、車両更新時にあわせ

て、計画的に導入に努めてまいりま

す。 

 

 

 

  

  

   

   

   

   

   

    

（４）振替輸送等 ・振替輸送については、輸送障害が発生し、

運行不能もしくは輸送力の大幅な低下が

見込まれる場合に運転指令の判断で行う

こととしており、併せて列車内や各駅での

案内放送等により情報提供を行っている。

  

   

   

   

   

    

（５）遅延証明 ・列車遅延による遅延証明書については、発   
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 行するための遅延時間の設定はしておら

ず、乗客からの申し出があれば駅係員より

改札付近での手渡しにて発行している。 

  

   

   

    

（６）輸送障害等発生時を想

定した訓練 

・輸送障害が発生した際を想定した訓練は、

駅単位で年４回、管区単位で年３回、局全

体でも年３回実施しており、その内容も事

故対応からテロ対策まで幅広い事態を想

定した訓練を実施している。また、消防や

警察のみならず、病院等も含めた合同テロ

対策訓練を年２回実施しており、通報があ

った際の初期対応、避難・誘導方法の確認

を実施している。また、職員の教育につい

ても、助役・運転士・車掌の養成研修等を

通じて機器取扱や車両の連結・解放訓練等

を実施しており、多くの職員がこれらの研

修に参加している。 

・継続的な職員教育に加え、病院も含め

た大規模な訓練の実施等の取り組み

は高く評価できる。今後とも輸送障害

発生時に安全で迅速かつ的確な対応

が行えるよう、年間を通して、計画的

に教育・訓練を実施することが望まれ

る。 

・年間計画を策定し、より実践的な訓練

や関係機関との合同による訓練を積

極的に実施してまいります。  

 

 

 

 

  

  

  

 

８．災害時等の旅客対応に関

する事項 

・災害等対応等危機管理については、火災、

地震、浸水等の際における対応手順等を記

した「初動マニュアル（平成２２年７月）」

に基づき実施することとしている。また、

教育・訓練については、駅単位で年２回、

管区単位で年１回、局全体で年２回実施し

ており、延べ３千人以上の職員がこれらの

訓練に参加している。また、消防や沿線施

設と連携した訓練も年６回程度参加して

おり、危機管理に対して非常に高い意識を

・今後とも、研修や訓練を通じてマニュ

アルの周知徹底を図るとともに、災害

発生時等に安全に旅客を避難・誘導す

るとともに、災害に対して適切な処置

が行えるよう、関係機関とも連携しな

がら計画的かつ継続的な教育・訓練を

実施することが望まれる。 

・年間計画を策定し、研修で習得したマ

ニュアル等の知識を訓練を通じて習

得度を確認し、対応能力のレベルアッ

プを図ってまいります。 
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持って取り組んでいる。 

９．利用者からの意見等に関

する事項 

 ・名古屋市交においては、「お客様のご意見

検討委員会」を設置し、利用者の意見を集

約し事業運営に反映している。「お客様の

ご意見検討委員会」は、交通局長、次長、

技術本部長、各部長で構成されており、月

に一回、各駅や本局担当課等で受けた意見

の内容、回答等措置状況等について報告を

受け、意見の分析、今後の措置について検

討を行っている。 

 

  

   

   

  

  

  

  

  

   

・平成２１年度の利用者からの地下鉄に関す

る意見等は、地下鉄バス共通のものや、お

ほめ・お礼を含め総件数１，８３０件とな

っている。前年度と比較すると５％の減少

となっているが、引き続き２千件近いご意

見・ご要望をいただいている。その内容と

しては、接客に関すること、利用マナーの

啓発、案内表示に関することが比較的多数

となっている。これら利用者からの意見等

について、接客に関すること等について

は、職場内研修として管区駅単位で毎月行

われている「助役会議」、「業務習得」にお

いて、現場駅職員等への教育に活かされて

いる。 

・今後とも、利用者の意見を取り入れ、

引き続きサービス向上の検討を進め

ることが望まれる。 

・引き続きお客さまからのご意見を教育

用資料として紹介したり、職制が参加

する「運輸会議」等で、議題に取り上

げ事例研究を行うなどして現場職員

への教育を図ってまいります。 

１０．駅務員の接遇等に関す

る事項 
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（１）移動制約者対応への教

育 

・移動制約者対応への教育については、４

（４）のとおり積極的に取り組まれてい

る。また、名古屋市交では、定期的にバリ

アフリー研修を実施するとともに、車いす

体験・視覚障害者疑似体験・片マヒ疑似体

験等を通じて、移動制約者の立場に立った

案内を実施できるよう努めている。 

  

  

   

   

   

   

   

    

 ・既述のとおり、平成２２年４月１日現在で

対象となる職員４１６名中３９３名がサ

ービス介助士の取得しており、平成２２年

度中に対象となる職員ほぼ全員が資格を

取得する予定となっているが、現時点にお

いても、各駅に常時１名はサービス介助士

を配置するようにしている。 

・資格取得に際しては、受験者に対して

受験料を全額負担するなど、局の事業

として整備しており極めて高く評価

できる。 

 

  

  

  

   

   

   

    

（２）駅務員の育成等 ・接遇教育については、名古屋市交において

これまで蓄積された経験を踏まえた様々

な研修カリキュラムを設定し、採用時や昇

進時の集合研修のみならず、定期的な管区

内研修等を活用して、必要な業務知識・技

能を確実に習得させるとともに、常にカリ

キュラムを見直し、より効果的な研修とな

るよう努力を続けている。 

・名古屋市交においては、これまでも高

品質の職員教育や接客意識を高める

ための取り組みが行われてきたとこ

ろであり、これらの試行錯誤と継続性

は極めて高く評価できる。今後も引き

続き、駅職員の一層の資質の向上を図

るため、接遇等の教育に関する取り組

みを推進することが望まれる。 

・駅職員のより一層の資質の向上を図っ

ていくため、接客サービスを含めた階

層別研修や管区内研修を活用した業

務知識等の教育のほか、個人の日々の

業務状況を細かく把握し、指導・評価

する人財育成プログラムを 23 年度か

ら試行実施するなど職員教育に関す

る取り組みを引き続き推進してまい

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 ・係長級以上の職員等が、運輸現場職員の接

客を優良であると感じた際、その接客に対

するメッセージカードを手交・激励し、職

 また、係長級以上の職員等が配布する

メッセージカードや業務知識、接客ス

キルの向上を図る接客コンクールな
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 員のさらなるモチベーションの向上を図

っている。同カードは２１年度には２，３

００枚手交されている。 

 ど職員のやる気を引き出す取り組み

を通じて、駅職員のモチベーション向

上に努めてまいります。 

  

  

    

 ・「業務知識」や「接客サービススキル」な

どについて、所属代表者が競い、優秀者を

表彰する接客コンクールを開催し、職員の

モチベーションの維持・向上に努めるとと

もに、優秀者のＤＶＤを職場内で共有する

ことにより、職員全員の接客意識の向上を

図っている。これに加え、接客サービス強

化月間や安全総点検等の時期を捉え、期間

を限定して無事故や接客向上に努めるた

めの職場単位でのコンクールも実施して

おり、個人のスキルのみならず、職場単位

の接客意識の向上・連携強化を図ってい

る。 

  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

    

・名古屋市交では、経営効率化の観点から２

２年度より一部駅業務を委託することと

している。 

・鉄道の安全な運行、接遇サービスや公

金管理等をはじめ、２２年度よりＩＣ

カードが導入されることも踏まえ、個

人情報の取扱等も含めて、十分な教育

訓練を実施し万全を期すことが望ま

れる。 

・鉄道の安全な運行、接遇サービスや公

金管理等をはじめ、ＩＣカードに係る

個人情報の取扱等に関する教育、訓練

につきましては、法令及び関係諸規

程、名古屋市交通局安全方針、接客サ

ービスの品質方針等に基づいた十分

な教育訓練を実施して万全を期すよ

う駅業務委託の適切な監督、指導に努

めてまいります。 

（３）駅業務の委託 
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（４）暴力行為、迷惑行為等

への対応 

・名古屋市交においては、これまでもポスタ

ーや車内アナウンス等を通じてマナー啓

発に努めているが、より快適な地下鉄利用

の環境を醸成するため、お客様の声をもと

に設定するマナー向上の「重点事項」を隔

月ごとに定め、駅構内及び社内において全

線全駅統一したスポット放送を実施し、啓

蒙活動の強化を図っている。また、実際に

迷惑行為等が発生した場合は、所轄警察と

連携して対応することとしており、警察関

係者とは防犯訓練などを通じて、連絡体制

を密にしているところである。 

・今後とも、警察との連携強化を図ると

ともに、暴力等迷惑行為の防止等の啓

蒙活動に努めることが望まれる。 

・引き続き、警察との連携強化を図ると

ともに、ホーム放送、車内放送、ステ

ッカー及びポスターなどにより、啓発

に努めてまいります。 

 

 

 

  １２．その他のサービスに関

する事項 

 

   

・名古屋市交においては、急病人が発生した

場合、状況に応じてＡＥＤや毛布等を持参

の上、現場に急行することとしており、平

成２１年度末現在で地下鉄駅６７駅に計

７９台のＡＥＤを設置している。また、平

成２２年度中に未設置駅１４駅、設置駅１

駅及び新駅４駅の計１９駅に１９台を設

置することになっている。なお、平成１７

年の設置以降８回の使用が確認されてお

り、平成２１年度は２回使用し、いずれも

救命できたとのことである。 

・名古屋市交の積極的な取り組みは評価

できる。 

 （１）鉄道利用者への救護・

救急体制について  
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・名古屋市交では、車内での携帯電話の使用

について、市バスや他鉄道事業者の事例な

どを考慮し、それまでの「車内での携帯電

話の使用全般を原則禁止、混雑時には携帯

電話の電源をお切りいただく」から「車内

ではマナーモードに設定し通話のみ禁止、

優先席付近では携帯電話の電源をお切り

いただく」との取扱変更を平成２２年３月

１日から行っている。 

・今後とも利用者に対する啓発に取り組

まれたい。 

・引き続き啓発活動に取組むとともに、

より効果的な啓発方法を検討してま

いります。 

（２）携帯電話・優先席の対

応 

  

   

   

   

   

   

   

    

・優先席については、各車両の１シート（３

席）から２シート（６席）とする取り扱い

を平成１８年２月１日から行っており、そ

の際、内部障害者も安心して優先席を利用

出来るよう、新たな図案を取り入れた優先

席マークのデザインとしている。 

   

   

   

   

   

   

    

・携帯電話及び優先席の取り扱いについて

は、車内放送やステッカーの掲示、一部の

車両における車内案内表示装置などで協

力依頼や啓発を行っているほか、各月ごと

にマナー向上の重点事項を定めてスポッ

ト放送やＬＥＤ案内表示器などにおいて

啓発に努めている。 

   

   

   

   

   

   

   

    

・名古屋市においては、昭和６０年４月１日

より全駅禁煙となっており、駅構内でのポ

スターの掲示などにより啓蒙活動を実施

  （３）健康増進法への対応

（受動喫煙防止対策）   
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 している。   

    

（４）ベビーカー対応 ・乳幼児を乗せたベビーカーの取り扱いにつ

いては、安全が十分に確保されている場合

に、ベビーカーをそのままの状態で車内に

持ち込むことを可能としている。また、階

段等でのお手伝いの申し出に対しては、利

用者に子供を抱いて頂いた上で、ベビーカ

ーの持ち運びについてお手伝いするなど、

できる限りの対応をするとのことである。

  

   

   

   

   

   

   

   

    

（５）女性専用車両導入やマ

タニティマークステッ

カー等について 

・名古屋市交においては、東山線で平成１４

年９月から平日の始発から午前９時まで

の朝ラッシュ時間帯の上下列車で女性専

用車両を運行しているところ、女性等が安

心して乗車出来る環境づくりとして、平成

２０年６月２日より、平日の夕方ラッシュ

時間帯の上下列車にも導入している。運行

に際しては、ホーム放送や車内放送による

案内を実施するなど、鉄道利用者に対する

協力を呼びかけている。マタニティ・マー

クについては、車両の優先座席へのステッ

カー貼付や駅でのポスター掲示などによ

り、鉄道利用者に対する妊婦への配慮につ

いての啓発を行っている。 

・引き続き、利用実態等を踏まえながら、

安全・安心に鉄道を利用するための取

り組みが進められることが望まれる。

・引き続き、利用実態やお客様のご意見

等を踏まえ、ホーム放送、車内放送、

ステッカー及びポスターなどにより、

啓発に努めてまいります。   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

    

 ・遺失物などの取り扱いについては、拾得物

取扱規程など諸規定を整備しているほか、
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 遺留品検察システムを導入し適正に取り

扱っているとのことである。 

  

   

    

    

（６）駅における住民票取次

サービス等の取組状況 

・名古屋市交においては、名古屋市市民経済

局からの委託を受け、平成５年３月から市

民サービスの維持・向上を目的として、駅

において交通局職員による住民票（写）と

印鑑登録証明書の交付の取次ぎを行って

おり、市民が駅に出向き申込みを行えば、

平日の８時から１２時までの受付分は、１

７時以降、１２時から２０時３０分までの

受付分は、翌日１７時以降、申込み駅で受

け取れるというサービスである。導入当初

８駅設置から始まり、１０年６月には２駅

を、２０年６月には２０駅をそれぞれ増設

し、現在３０駅において取次ぎを実施して

いるとのことである。 

・このサービスは、公営企業ならではの

取組みではあるが、他に例を見ない画

期的な取組みであり、利用者利便の向

上を図る新たなサービスとして、特に

評価できる。今後とも、取り次ぎ駅の

増設をするなど、より広い地域でのサ

ービスの拡大が期待される。 

・住民票取次ぎサービスにつきまして

は、市民サービスの維持・向上に資す

るものであると考えておりますが、既

に相当数の駅で実施していることか

ら、取次ぎ駅等の拡大につきまして

は、駅における職員配置体制、委託元

である市民経済局の意向等をふまえ、

引き続き検討してまいります。 

 

 

 

・ 実績としては、平成１９年度が合計約１

万１千通であったのに対し、２０年度に

は約１万６千通、２１年度には約１万８

千通もの取次ぎを行っており、設置駅を

増やしたことや徐々に市民にサービスが

浸透していることの効果が伺える。 
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・今後とも、職員一人ひとりのコンプラ

イアンス意識の向上に努め、公務員倫

理研修のいっそうの充実、各種コンク

ールの実施により、風通しの良い職場

づくりに積極的に取り組んでまいり

ます。さらに、２２年度に設置した「交

通局リスク管理委員会」の取り組みを

進め、リスクの適切な管理を図ってま

いります。 

・引き続き、職員研修や同委員会の活用

等を通じて、職員一人ひとりのコンプ

ライアンス意識の向上を図り、不祥事

を発生させない職場環境を醸成して

いくことが望まれる。 

・名古屋市交の懲戒処分件数は、１９年度は

０件、２０年度は１件、２１年度は５件と

なっているが、不祥事の撲滅のため、２２

年度に経営管理部門の部長級全員から組

成される「交通局リスク管理委員会」を設

置し、リスクの適切な管理に努めている。

・名古屋市交は、自らの組織が鉄道事業者で

あり、かつ公営企業体であることを踏ま

え、日頃から勤務時間内外を問わず職員の

服務規律の確保の徹底を図っており、市民

や利用者の信頼を失うことなく、職員一人

ひとりのコンプライアンス意識の向上に

努めている。 

・特に、新規採用研修等を通じて公務員倫理

に関する研修を実施するとともに、各職場

における研修会や既述の職場単位の接客

コンクールを通じて、コミュニケーション

の活性化を促し、風通しの良い職場づくり

に積極的に取り組んでいる。 

 

 

１２．ＣＳＲ（企業の社会的

責任）について 

 


